
 

「湯野小学校いじめ防止基本方針」  

                                                         令和５年１２月  改訂 

１ 『湯野小学校いじめ防止基本方針』策定の目的 

  「いじめ防止対策推進法」及び福島市いじめ防止基本方針等を踏まえ、本校の実態に応じたいじ 

めの防止等のための対策に関する基本的な方針並びにいじめ防止及び早期発見と対応に向けた取組 

等を定め、「いじめは絶対に許さない」という理解をもとにいじめのない学級・学校づくりを形成

する。 

 

２ 「いじめ」の定義について 

 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍して

いる等、当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与え

る行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった

児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

（「いじめ防止対策推進法」第２条１項：平成２５年９月２８日施行） 

 

３ 「いじめ」に対する基本的な考え方 

 ○ 「いじめは、現に起きている」という危機意識をもつこと 

○ 「いじめは人間として決して許されない」という強い認識をもつこと 

 ○ いじめ根絶に向けて、学校とともに保護者、地域と連携しながら、早期に発見・迅速に対応し

ていく。 

 

４ いじめ防止等の対策のための組織 

 ○ 「いじめ根絶チーム」として、校内生徒指導委員会と同じ人員で組織する。 

    （校長、教頭、生徒指導主事、生徒指導部員、養護教諭）※その他、校長が必要と認める者 

 

５ いじめの未然防止に向けて 

（１）心の居場所としての学級経営の充実 

  ① 教師と児童との信頼関係の構築し、児童一人ひとりを大切にして、愛情をもって接する。 

  ② 児童一人ひとりの個性・よさが発揮される望ましい集団活動を行う。 

  ③ 体験活動の充実を図り、豊かな人間性・社会性を身につける。 

 

（２）授業の充実 

    ① 自己決定・自己存在感・共感的人間関係・安全安心な居場所作りに配慮した授業づくりをす

すめる。 

  ② 「わかる」「できる」授業を通して、児童同士の学び合いを保障する。 

  

（３）現職教育・道徳教育を中心にした人権教育の推進 

    ① いじめ出前授業やＳＯＳの出し方に関する教育をはじめとする道徳教育を中心とした人権教

育を推進する。 

    ② ＳＮＳ等によるいじめに対応するため、情報モラル教育の充実を図る。 

③ いじめ問題に関する校内研修会を実施し共通理解を図る。（年１回シミュレーション訓練含） 

 

（４）交流活動を通しての人間関係の育成 

  ① 縦割班清掃や「なかよしオリエンテーリング」等異学年交流を通して、集団活動のよさや楽   

しさを味わわせるとともに、自主性や思いやりを育てる。 

    ② 外国語科（活動）や総合的な学習の時間における外国出身者や地域の人とのふれあいを通し

て、人間関係の醸成を図る。 



 

（５）家庭や地域との連携 

    ① いじめ未然防止に向けて、方針や指導計画を公表し、啓発に努める。 

  ② 地域からの情報提供に対しても適切に対応する。 

 

６ いじめの早期発見に向けて  

（１）日常的な観察・声かけ 

  ① 日常的に子どもの様子を見取り、声掛けをすることで、小さな変化を見逃さないよう努める。 

 

（２）定期的な生徒指導全体会の開催 

    ① 月に１回、生徒指導全体会を開催し、各学年の児童の様子について情報交換を行うとともに、   

職員間で生徒指導に関する共通理解を図り、全職員で指導にあたる。 

    ・いじめ対応セルフチェックシートの実施（福島市いじめ防止基本方針Ｐ２７～２９） 

 

（３）アンケートによる児童の実態把握 

    ① 「学校生活アンケート」を学期に１回、「Ｑ－Ｕテスト」を年に１回実施し、いじめの早期

発見や児童理解に努める。 

  ② 速やかに内容を確認し、ダブルチェックを行う。 

 

（４）教育相談の充実 

    ① アンケートの結果をもとに、児童との教育相談を実施し、児童や交友関係の理解に努める。 

  ② どの子にも常に相談の場と機会を開き、温かい学級集団作りに努める。 

 

（５）スクールカウンセラー等の活用 

  ① スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等との連携を密にすることで、学校に

おける相談機能の充実を図り、いじめの早期発見に努める。 

   

（６）家庭や地域との連携 

  ①  必要に応じて電話・家庭訪問を行うことにより、保護者と情報を共有する。 

  ② 地域行事への参加、関係機関との情報共有等、地域と日常的に連携する。 

   

７ いじめの早期解消に向けて 

（１）組織力を生かした指導 

    ①  学級担任が抱え込むことがないように、学校全体で組織的に対応する。 

  ② 全職員共通理解のもとに、一貫した態度で指導にあたる。 

  ③ 生徒指導主事、校長、教頭、生徒指導部員、養護教諭、該当学年担任で校内の「いじめ根絶

チーム」会議を開催する。（※別紙対応例による） 

 

（２）家庭や地域との連携 

  ① 学級担任と保護者間の連絡を密にし、共通理解をもって、指導にあたる。 

  ② いじめが解消した後も、保護者と継続的に連絡を取り合う。 

 

（３）スクールカウンセラー等、関係機関との連携 

  ① スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等関係機関と連携し、いじめの早期解

消に努める。 

② 犯罪行為として取り扱われるべきいじめは、警察に相談・通報を行う。 

 



 

８ いじめに対する措置 

 ○ 被害児童の保護を最優先する。 

  ・二次的な問題の発生を未然に防ぐため、被害児童の心情を理解し、傷ついた心のケアを行う。 

 ○ 被害者のニーズを確認する。 

  ・一緒に解決していくという姿勢で、安全な居場所の確保や加害児童や学級全体への指導に関

する具体的な案を提示する。 

 ○ 被害児童と加害児童の関係の修復を図る。 

  ・加害児童の保護者にも協力を要請し、加害児童が反省し、被害児童との関係修復に向けて自

分ができることを考えられるようになることをめざし、働きかける。 

  ・加害児童の成長の支援という視点に立って、加害児童の内面理解に基づいた働きかけを行う。 

  ・ＳＣやＳＳＷを活用しながら、長期的な計画で指導・支援を行い、再発防止に努める。 

 ○ 学級全体で話し合う場を設ける。 

  ・いじめを見ていた、いじめをはやしたてたなど、いじめに加担するような行為はなかったか

振り返り、好ましい集団活動を取り戻すことができるようにする。 

 ○ いじめ解消の判断は、少なくとも以下の要件を満たした場合とする。 

  ・いじめに係る行為が止んでいる状態が相当の期間（３カ月目安）継続していること 

  ・被害児童が心身の苦痛を感じていないこと（保護者の確認も含む） 

 

  （いじめ発生時  校内いじめ根絶チーム対応例） 

１ いじめが疑われる情報を確認 

 ↓ 

 ↓ 

２ 報告 

 ・事実のみ（憶測を入れず） 

 ・些細なことでも報告 

 ↓ 

 ↓ 

担任  ←←← 子ども、保護者等、 

 ↓      他の教職員等 

 ↓ 

生徒指導主事 

管理職 

 

※ 校内「いじめ根絶チーム」による協議を開催する

場合  

３ 「いじめ根絶チーム」による対応 

 ①対応方針、役割分担等の確認 →→ 

 ○事実関係の把握・情報収集 

  ・被害児童 

  ・加害児童 

  ・周辺児童 

  ・教職員等 

  ・保護者 

 ○安全確保のための見守り体制 

  

②事実の確認を受けて、情報の共有と 

認知の判断、対応方針の決定 

 

 ※教育委員会への報告 

 ※いじめ防止サポートチームの派遣に

ついて検討 

 ※悪質な場合は警察と連携 

 

③全教職員での情報共有 

 ・共通理解のもとで見守り、継続指導 

 ・解決に向けた組織的な対応 

 ・記録の累積 

  

→↓指示 

○担任及び関係職員（同時） 

・被害児童    情報の 

  ・加害児童      突合せ 

   ↓  

   ↓ 

○ 報告（生徒指導主事、管理職） 

→被害児童、加害児童保護者へいじめ発生

について連絡 

→ →↓ 

   ↓指示 

   ↓ 

○担任及び関係職員 

  いじめの事実について 

・被害児童の保護者への連絡 

  ・加害児童の保護者への連絡 

 （学校としての方針や面談の日時等の連絡）  



 

９ 重大事態への対処 

（１）「重大事態」の定義 

  ① いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあるとき。 

  ② いじめにより児童が相当の期間（年間３０日を目安とする）学校を欠席することを余儀なく   

されているとき。 

  ③ 児童や保護者から、いじめられて重大事態に陥ったという申し立てがあったとき。 

 

（２）「重大事態」時の対応 

    ① いじめ重大事態が発生した場合は、７日以内に教育委員会を通じて、市長に報告する。 

  ② 重大事態の調査組織は以下によるが、不登校重大事態は原則、学校に設ける組織が調査にあ

たる。 

   ア 調査委員会 

   イ 重大事態調査チーム 

   ウ 市立学校に設ける組織（不登校重大事態発生時） 

      ※組織の構成員として、校内いじめ根絶チームに加え、評議員、民生委員、健全育成

推進員、ＰＴＡ等適切な外部人材を加える。 

  ③ いじめ重大事態の調査にあたっては、福島市いじめ防止基本方針（令和５年８月 改定）の

Ｐ３３～Ｐ３７をもとに対応する。 

 

 

１０ 年間計画      ※生徒指導と連携した年間計画 

月 生徒指導関係 いじめ防止対策 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  生徒指導全体会（月１回）の開催 

 「職員会議」 

 ・ 校内生活指導の確認と徹底 

 ・ 校外生活指導の確認と徹底 

 

 

 

 

○   校内生徒指導部会の開催（月１回） 

  ・ 当該諸問題における担当者会議 

  ・ 事例研修会 

○ 児童理解全体会（５月） 

 ・ 支援必要児童の共通理解と支援体制 

 の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 学校・福島市いじめ防止基本方針の

確認 

  ・いじめ対応セルフチェックシート 

○ 「学校いじめ防止基本方針」の保護

者への周知 

  ・ＨＰへの公開、ＰＴＡ全体会 

○ 市いじめ対応研修（校長・教頭） 

 

 

 

①１回目：５月 

「学校生活アンケート」の実施 

 

・ 

・生徒指導協議会 

・結果をもとに児童との教育相談実施 

  家庭訪問での相談 

・養護教諭・スクールカウンセラーとの

 連携 

※調査後に「いじめ」が認知された場合 

・いじめ根絶チーム会議 

・ケース会議の開催 

○ 市いじめ対応研修伝達講習 

・いじめ対応セルフチェックシート 

 

 



 

６ 

 

 

  

 

  

 ７ 

 

 

 

 ８ 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 

 

 

 

１２ 

 

 

  

 ２ 

 

   

 ３ 

 

 

○ Ｑ－Ｕテストの実施 

○ いじめ根絶強化月間 

 ・Ｑ－Ｕテストの分析 

・ いじめ防止標語・ポスター募集等 

 ・ いじめ出前授業（人権団体による） 

○ 市いじめ定期調査 

○ 校外生活指導の徹底 

 ・ 夏季休業中の過ごし方等の生活指導の 

  徹底 

・Ｑ－Ｕに基づく校内研修会 

○ Ｑ－Ｕ分析結果対応策報告（総教セ） 

○ いじめの具体例等による事例研修会 

  ・対応シミュレーション研修 

・いじめ対応セルフチェックシート 

・ 

 

 

 

 

○ 教育相談の実施 

 ・ 全児童を対象に各検査及び資料をもと

  にしながら全保護者との個別面談を実施

  する。 

○ 校外生活指導の徹底 

 ・ 冬季休業中の過ごし方等の生活指導の

  徹底 

○ 市いじめ定期調査 

○ 校外生活指導の徹底 

 ・ 学年末休業中の過ごし方等の生活指導

  の徹底 

○ 年間実施計画の見直しと改善 

 ・ 教育課程編成会議等による担当者会議 

 ・ 学校評価等を含め、１年間の活動を振

り返り、必要に応じて「学校いじめ防止

基本方針」の見直しを図る。 

 ・ 年間を通していじめ発生が０件の場合

保護者にその事実を公表する。 

○ 市いじめ定期調査 

 

○ 次年度への引継ぎ（中学校へも） 

 

 

 

 

 

 

②２回目：１０月 

 「学校生活アンケート」の実施 

 

 

・生徒指導協議会 

・結果をもとに児童との教育相談実施 

・養護教諭・スクールカウンセラーとの

 連携 

※調査後に「いじめ」が認知された場合 

・いじめ根絶チーム会議 

・ケース会議の開催 

 

 

 

 

 

 

                                   

 

 

③３回目：２月 

「学校生活アンケート」の実施 

 

 

・生徒指導協議会 

・結果をもとに児童との教育相談実施 

・養護教諭・スクールカウンセラーとの

 連携 

※調査後に「いじめ」が認知された場合 

・いじめ根絶チーム会議 

・ケース会議の開催 

 ※ 教育課程の「総合的な学習の時間」「道徳」「学級活動」等のそれぞれの年間計画に位置付け  

て予防的な指導を推進する。 


